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気象庁における気候変動業務

地上気象観測(気温、降水量等)、温室効果ガス観測、生物季節観測、日射放射観測、海洋観測 等

気温の上昇、大雨の増加 二酸化炭素濃度の増加、海洋酸性化の進行 将来予測とその不確実性の低減

• 気候変動の観測と将来予測。

• 気候・地球環境変動の要因解明と将来予測に関する研究(気象研究所)。

• 気候変動の観測成果と将来予測についてとりまとめ、社会に提供。

一般市民 国際社会(IPCC、UNFCCC等)関係省庁等政策決定者

普及啓発、適応策等政策決定の支援、国際交渉基礎資料、排出削減等対策の検証 等
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気候の観測：令和５年の顕著な高温等

• ６月～７月の大雨と７月の顕著な高温について、異常気象分析検討会*を開催し、
その特徴と要因を分析し、公表。

• 令和５年の平均気温及び海面水温が観測史上最高となることについて、発表。

*猛暑や豪雪等の社会・経済に大きな影響を与える異常気象が発生した場合に、その発生要因について最新の科学的に基
づいて分析した結果を迅速に発表するために、大学・研究機関等の気候に関する専門家から構成される、検討会。
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異常気象分析検討会 名簿
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自然災害の頻発・激甚化を踏まえ、国・都道府県や民間の予報等を高度化。

気象業務法及び水防法の一部改正(令和５年５月31日公布)

（２）民間事業者による予報の高度化

① 最新技術を踏まえた予報業務の許可基準の最適化

・ 最新の予測手法の導入により予報精度の向上を図るため、許可基準を新設 等

② 防災に関連する予報の適切な提供の確保

・ 洪水等の社会的影響が特に大きい現象の予報業務には事前説明を義務付け 等

③ 予報業務に用いることができる気象測器の拡充

・ 予報精度向上のため、検定済みではない気象測器の補完的な使用を可能に

（１）国･都道府県による予報の高度化

① 都道府県指定洪水予報河川の洪水予報の高度化

・ 国土交通大臣が、都道府県知事の求めに応じ、都道府県の洪水予報河川の予測水位情報を提供

・ 都道府県知事と気象庁長官は、提供された情報を踏まえ、共同して洪水予報を実施

② 火山現象に伴う津波の予報・警報の実施

・ 気象庁の予報及び警報の対象となる現象に、火山現象に伴う津波を追加
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温室効果ガスの観測・国際データセンター

• 気象庁は、国内の二酸化炭素濃度を観測するとともに、世界気象機関(WMO)の枠組において、世界中の温室効
果ガス観測データを収集・解析し公表、世界の観測データ品質の維持・向上のための技術指導や較正等を実施。

• その成果はWMO温室効果ガス年報でも活用され、COP28など気候変動に関する国際議論の土台となっている。

WDCGG

データ・解析
結果

収集データ
（温室効果ガス等）

二酸化炭素
メタン

一酸化二窒素
一酸化炭素
ほか

緯度帯毎の二酸化炭素濃度増加傾向

GHG年報

WDCGGホームページ

データ報告地点
約２２０地点
（令和6年1月現在）

 地球温暖化の現状把握及び将来予測
 パリ協定の実施状況把握に必要な客観的な情報

世界中の研究者

気象機関等

温室効果ガス世界資料センター
(WDCGG：World Data Centre for Greenhouse Gases)

世界/地区較正センター(WCC/RCC）
標準ガスや基準測器の維持管理及び比較較正

品質保証科学センター（QA/SAC）
観測データの品質管理及び精度維持のた
めの技術指導
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全球的な温室効果ガス監視に関する近年の取組

• 2023年6月の世界気象機関（WMO）総会で、全球温室効果ガス監視(GGGW：Global
Greenhouse Gas Watch)イニシアティブが承認された。

• 温室効果ガスの観測及びモデリング技術を活用し、地球規模の温室効果ガスの正味のフラッ
クス総量の推定値を高い時空間解像度で提供する。具体的な運用ルール等は今後議論予定。

• COP28/SBSTA59（2023年11～12月開催）合意文書にも、GGGWが明記された。

• 気象庁はGGGWの活動に対し、国立環境研究所や宇宙航空研究開発機構（JAXA）などの関
係機関と連携して貢献する。

2023年1月にジュネーブ(WMO事務局)にて、温室効果ガス監視体
制の構築に向けたシンポジウムが開催され、その冒頭、WMOター
ラス事務局長(当時)に続き、気象庁 大林長官(当時)がオンライン
でスピーチを行い、GGGWが果たすべき役割について期待を表明。

温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）による
カラム平均濃度の全球分布図（2023年8月）

（出典：国立環境研究所）
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気候変動に関する研究：気象研究所

（極端な降水に関する研究成果）
日本域を対象に高解像度かつ多数の気候予測シミュレーションを行い、地球温暖化が進行すると、

線状降水帯をはじめとする極端な大雨が増加する可能性が高いとの研究結果を発表。

（台風の変化に関する研究成果）
北西太平洋における強度の大きい台風に関する長期変化傾向については、最新のIPCC報告書でも確

信度の高い評価には至らなかった課題。気象研究所において新しいデータセットによる分析を実施し、
その結果を発表。
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気象庁長期再解析

WMOニュース「史上最も暑い週であることを示す暫定
データ、前例のない海面水温と南極海氷の減少」
Preliminary data shows hottest week on record. Unprecedented sea 
surface temperatures and Antarctic sea ice loss

• コンピュータによる数値シミュレーション技術を活用し、過去数十年にわたり蓄積した観測データ(1947年
９月～現在)を解析することで過去の気象状況を空間的に再現する、長期再解析(気象庁第３次長期再解析：
JRA-3Q)を実施。

• 常時再解析を行い、準リアルタイムの再解析データを公開。

• 気象庁は、この再解析データを季節予報、異常気象の分析及び温室効果ガスの解析等に活用。

• 世界気象機関(WMO)は、この準リアルタイム再解析データを基に、史上最も暑い週であることを速報（令和
5年7月）、他にも定期的なレポート等に気象庁の再解析データを利用。

• 過去の地上・高層気象観測等のデータレスキュー（過去データの掘り起こし) 活動の成果も活用。

「WMO世界の気候2023」速報版

https://wmo.int/media/news/preliminary-data-shows-hottest-week-record-unprecedented-sea-surface-temperatures-and-antarctic-sea
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東京大学との共同研究（日本域気象再解析）

• 気象庁と東京大学は、近年の気候変動・異常気象に対する社会のレジリエンス向上に資する
ため、日本域４次元高機能気象データの整備及び地域気象データの利活用研究の推進を目的
とする共同研究を2021年9月より開始。
 本共同研究は、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）共創の場形成支援プログラム「地域気象データと

先端学術による戦略的社会共創拠点 （ClimCORE）」（～2026年3月末）の下で実施。

• 本共同研究では、日本域における近年の大気状態を高い時空間解像度で再現する「日本域気
象再解析データ」を作成。我が国の重要な社会課題に産学官公連携で取り組むための基盤
データとして、広く利活用されることを目指す。

ClimCOREが目指す持続的体制の構築
（出典：ClimCORE webサイト）

報道発表資料と共同研究契約締結時の記念写真

長谷川長官
（当時）

ClimCOREプロジェクトリーダー
東京大学中村教授
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全国の気象台における取組例

• 各地の気候変動適応広域協議会*において、気候変動の観測成果や将来予測について情報提供。

• 地方公共団体との定期的な打合せ等において、気候変動に伴う災害リスクの増大等について解説。

• 住民等を対象とした出前講座や講演会などを実施。（令和５年の１年間に、のべ221件実施）

＊気候変動適応法第14条の規定に基づき、地域における地域における関係者の連携をさらに強化し、地域レベルで幅広い関係者が
連携・協力して気候変動適応を推進していくため、全国7地域において気候変動適応広域協議会が組織されている。

防災気候講演会（令和5年12月6日）第10回気候変動適応東北広域協議会（令和5年9月7日）

仙台管区気象台

南大東島地方気象台
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気象庁本庁における気候講演会

• 若者の気候変動への興味関心がどこにあるのかを把握し、効果的な周知・広報に
つなげるため、若者に向けたイベントとして開催。また、この世代へ幅広く気候
変動を自分事として考えていただくことも目的とした。

評価検討部会 井田寛子 委員、東京大学(国環研) 江守正多 教授、環境省にもご参加い
ただき、学生参加のワークショップ及びパネルディスカッションを実施。

スタジオ収録し、YouTube配信予定（令和５年度末）。

学生、講師等関係者集合写真ワークショップの様子

後援：文部科学省、気象協会、気象友の会


